
✓ 公正取引委員会が公表している主要な企業結合事例では、シェア10%以上の競争者が存在
し、かつ当該競争者に十分な供給余力がある場合には、当該競争者は有力な競争者であり、
企業結合を行おうとする者に対する牽制力として機能すると評価されていることが一般的。

✓ したがって、他のガス小売事業者の販売量シェアが10％以上であり、かつ十分な供給余力があ
る場合には、他のガス小売事業者による十分な競争圧力が働いているものと考えられる。

経過措置料金規制の解除基準について

経過措置料金規制の解除基準について

• 経過措置料金規制については、次の➀～④のいずれかに該当する場合に解除ができることとされているが、そのい
ずれかに該当する場合であっても、適正な競争関係が確保されていると認められない場合には、解除を行わない
ものとされている。

経過措置料金規制解除基準

✓ 独占禁止法においては、市場シェアが50％超であることが「独占的状態」の要件の１つ。
✓ 市場シェア（都市ガス利用率）が50％以下である場合には、他燃料事業者・他ガス小売事業

者による十分な競争圧力が働いているものと考えられる。

✓ 旧一般ガスみなしガス小売事業者の獲得件数の半数以上を、他燃料事業者・他ガス小売事業者
が獲得している場合には、十分な競争圧力が働いているものと考えられる。

✓ 直近の競争状況を正しく評価する観点から、直近３年間の合計ベースで判断。

✓ 小売料金の低下が継続的に進んでいる場合には、他燃料事業者・他ガス小売事業者からの十
分な競争圧力が働いている可能性が高い。

✓ 多数の需要家が自由料金メニューによって供給を受けることとなり、指定旧供給区域等小売供給
 約款に基づく料金メニューで供給を受ける需要家が限定的となっている場合には、経過措置料金規
 制を課す必要性が乏しいと考えられる。

②直近３年間のフロー競争状況

④小口料金平均単価の３年連続

下落及び経過措置料金件数 

と自由料金件数

①当該事業者の都市ガス利用率

が50％以下

③他のガス小売事業者の販売量

シェアが10%以上

趣旨
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